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明石市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例等の一部を改正する条例

（明石市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正）

第１条 明石市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２９年条例第２８号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

（共同生活援助の基本方針） （共同生活援助の基本方針）

第14条 指定共同生活援助（日中サービス支援

型指定共同生活援助及び外部サービス利用型

指定共同生活援助を除く。）の事業は、利用

者が地域において共同して自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該

利用者の身体及び精神の状況並びにその置か

れている環境に応じて共同生活住居において

相談、入浴、排せつ若しくは食事の介護その

他の日常生活上の援助を適切かつ効果的に行

い、又はこれに併せて、居宅における自立し

た日常生活への移行を希望する入居者につき

当該日常生活への移行及び移行後の定着に関

する相談、住居の確保に係る援助その他居宅

における自立した日常生活への移行及び移行

後の定着に必要な援助を適切かつ効果的に行

うものでなければならない。

第14条 指定共同生活援助（日中サービス支援

型指定共同生活援助及び外部サービス利用型

指定共同生活援助を除く。）の事業は、利用

者が地域において共同して自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該

利用者の身体及び精神の状況並びにその置か

れている環境に応じて共同生活住居において

相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の

日常生活上の援助を適切かつ効果的に行うも

のでなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事

業は、常時の支援体制を確保することにより、

利用者が地域において、家庭的な環境及び地

域住民との交流の下で自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、当該利用

者の身体及び精神の状況並びにその置かれて

いる環境に応じて共同生活住居において相

談、入浴、排せつ若しくは食事の介護その他

の日常生活上の援助又はこれに併せて行われ

る居宅における自立した日常生活への移行及

び移行後の定着に必要な援助を適切かつ効果

的に行うものでなければならない。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助の事

業は、常時の支援体制を確保することにより、

利用者が地域において、家庭的な環境及び地

域住民との交流の下で自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、当該利用

者の身体及び精神の状況並びにその置かれて

いる環境に応じて共同生活住居において相

談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日

常生活上の援助又はこれに併せて行われる居

宅における自立した日常生活への移行及び移

行後の定着に必要な援助を適切かつ効果的に

行うものでなければならない。

３ 外部サービス利用型指定共同生活援助の事

業は、外部サービス利用型共同生活援助計画

３ 外部サービス利用型指定共同生活援助の事

業は、外部サービス利用型共同生活援助計画
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に基づき、受託居宅介護サービス事業者によ

る受託居宅介護サービスを適切かつ円滑に提

供することにより、利用者が地域において共

同して自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、当該利用者の身体及び精

神の状況並びにその置かれている環境に応じ

て共同生活住居において相談、入浴、排せつ

若しくは食事の介護その他の日常生活上の援

助又はこれに併せて行われる居宅における自

立した日常生活への移行及び移行後の定着に

必要な援助を適切かつ効果的に行うものでな

ければならない。 

に基づき、受託居宅介護サービス事業者によ

る受託居宅介護サービスを適切かつ円滑に提

供することにより、利用者が地域において共

同して自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、当該利用者の身体及び精

神の状況並びにその置かれている環境に応じ

て共同生活住居において相談、入浴、排せつ

又は食事の介護その他の日常生活上の援助又

はこれに併せて行われる居宅における自立し

た日常生活への移行及び移行後の定着に必要

な援助を適切かつ効果的に行うものでなけれ

ばならない。 

  

以 下 略 以 下 略 

  

備考 

１ 改正部分は、下線の部分である。 

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。 

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。 

 

2



第２条 明石市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

第10条 （略） 第10条 （略）

（就労選択支援の基本方針）

第10条の２ 就労選択支援に係る指定障害福祉

サービスの事業は、利用者が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるよう、施

行規則第６条の７の２に規定する者につき、

短期間の生産活動その他の活動の機会の提供

を通じて、就労に関する適性、知識及び能力

の評価並びに施行規則第６条の７の３に規定

する事項の整理を行い、又はこれに併せて、

当該評価及び当該整理の結果に基づき、施行

規則第６条の７の４に規定する便宜を適切か

つ効果的に供与するものでなければならな

い。

（新 設）

第11条～第17条 （略） 第11条～第17条 （略）

（運営基準） （運営基準）

第18条 指定障害福祉サービス事業者は、指定

障害福祉サービス又は基準該当障害福祉サー

ビスの事業の運営に当たっては、次に掲げる

事項について規則で定める基準に従わなけれ

ばならない。

第18条 指定障害福祉サービス事業者は、指定

障害福祉サービス又は基準該当障害福祉サー

ビスの事業の運営に当たっては、次に掲げる

事項について規則で定める基準に従わなけれ

ばならない。

(１)～(55) （略） (１)～(55) （略）

(55)の２ 評価及び整理の実施 （新 設）

(55)の３ 関係機関との連絡調整等の実施 （新 設）

(56)～(57) （略） (56)～(57) （略）

(57)の２ 就労選択支援に関する情報提供 （新 設）

(58)～(66) （略） (58)～(66) （略）

以 下 略 以 下 略

備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。

3



（明石市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第３条 明石市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９

年条例第２９号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

第７条 （略） 第７条 （略）

（就労選択支援の基本方針）

第７条の２ 就労選択支援の事業は、利用者が

自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう、施行規則第６条の７の２に規定

する者につき、短期間の生産活動その他の活

動の機会の提供を通じて、就労に関する適性、

知識及び能力の評価並びに施行規則第６条の

７の３に規定する事項の整理を行い、又はこ

れに併せて、当該評価及び当該整理の結果に

基づき、施行規則第６条の７の４に規定する

便宜を適切かつ効果的に供与するものでなけ

ればならない。

（新 設）

第８条～第13条 （略） 第８条～第13条 （略）

（運営基準） （運営基準）

第14条 障害福祉サービス事業者は、障害福祉

サービス事業の運営に当たっては、次に掲げ

る事項について規則で定める基準に従わなけ

ればならない。

第14条 障害福祉サービス事業者は、障害福祉

サービス事業の運営に当たっては、次に掲げ

る事項について規則で定める基準に従わなけ

ればならない。

(１)～(31) （略） (１)～(31) （略）

(31)の２ 評価及び整理の実施 （新 設）

(31)の３ 関係機関との連絡調整等の実施 （新 設）

(32)～(34) （略） (32)～(34) （略）

(34)の２ 就労選択支援に関する情報提供 （新 設）

(35)～(40) （略） (35)～(40) （略）

以 下 略 以 下 略

備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。
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（明石市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

改正）

第４条 明石市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成２９年条例第３０号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

（指定障害者支援施設等の一般原則） （指定障害者支援施設等の一般原則）

第３条 （略） 第３条 （略）

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 指定障害者支援施設等の設置者は、利用者

の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮

しつつ、利用者の地域生活への移行に関する

意向を把握し、当該意向を定期的に確認する

とともに、法第77条第３項各号に掲げる事業

を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定

相談支援事業を行う者と連携を図りつつ、利

用者の希望に沿って地域生活への移行に向け

た措置を講じなければならない。

（新 設）

５ 指定障害者支援施設等の設置者は、利用者

の当該指定障害者支援施設等以外における指

定障害福祉サービス等の利用状況等を把握す

るとともに、利用者の自己決定の尊重及び意

思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指

定障害者支援施設等以外における指定障害福

祉サービス等の利用に関する意向を定期的に

確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援

事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助

を行わなければならない。

（新 設）

第４条～第５条 （略） 第４条～第５条 （略）

（運営基準） （運営基準）

第６条 指定障害者支援施設等の設置者は、指

定障害者支援施設等の運営に当たっては、次

に掲げる事項について規則で定める基準に従

わなければならない。

第６条 指定障害者支援施設等の設置者は、指

定障害者支援施設等の運営に当たっては、次

に掲げる事項について規則で定める基準に従

わなければならない。

(１)～(22) （略） (１)～(22) （略）

(22)の２ 地域移行等意向確認担当者の選任

等

（新 設）

(23)～(51) （略） (23)～(51) （略）
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以 下 略 以 下 略

備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。
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（明石市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第５条 明石市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９年条例

第３１号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

（障害者支援施設の一般原則） （障害者支援施設の一般原則）

第３条 （略） 第３条 （略）

２～３ （略） ２～３ （略）

４ 障害者支援施設の設置者は、利用者の自己

決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつ

つ、利用者の地域生活への移行に関する意向

を把握し、当該意向を定期的に確認するとと

もに、法第77条第３項各号に掲げる事業を行

う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談

支援事業を行う者と連携を図りつつ、利用者

の希望に沿って地域生活への移行に向けた措

置を講じなければならない。

（新 設）

５ 障害者支援施設の設置者は、利用者の当該

障害者支援施設以外における指定障害福祉サ

ービス等の利用状況等を把握するとともに、

利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援

に配慮しつつ、利用者の当該障害者支援施設

以外における指定障害福祉サービス等の利用

に関する意向を定期的に確認し、一般相談支

援事業又は特定相談支援事業を行う者と連携

を図りつつ、必要な援助を行わなければなら

ない。

（新 設）

第４条～第６条 （略） 第４条～第６条 （略）

（運営基準） （運営基準）

第７条 障害者支援施設の設置者は、障害者支

援施設の運営に当たっては、次に掲げる事項

について規則で定める基準に従わなければな

らない。

第７条 障害者支援施設の設置者は、障害者支

援施設の運営に当たっては、次に掲げる事項

について規則で定める基準に従わなければな

らない。

(１)～(10) （略） (１)～(10) （略）

(10)の２ 地域移行等意向確認担当者の選任

等

（新 設）

(11)～(36) （略） (11)～(36) （略）

以 下 略 以 下 略
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備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。
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（明石市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

改正）

第６条 明石市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年条例第４３号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

（定義） （定義）

第２条 この条例における用語の意義は、法及

び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準（平成24

年厚生労働省令第15号ああ（削 る）ああ）

において使用する用語の例による。

第２条 この条例における用語の意義は、法及

び児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準（平成24

年厚生労働省令第15号。以下「省令」という。）

において使用する用語の例による。

（指定通所支援の事業等の一般原則） （指定通所支援の事業等の一般原則）

第３条 指定障害児通所支援事業者は、通所給

付決定保護者及び障害児の意向、障害児の適

性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画

を作成し、これに基づき障害児に対して指定

通所支援を提供するとともに、その効果につ

いて継続的な評価を実施することその他の措

置を講ずることにより障害児に対して適切か

つ効果的に指定通所支援を提供しなければな

らない。

第３条 指定障害児通所支援事業者等は、通所

給付決定保護者及び障害児の意向、障害児の

適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計

画を作成し、これに基づき障害児に対して指

定通所支援を提供するとともに、その効果に

ついて継続的な評価を実施することその他の

措置を講ずることにより障害児に対して適切

かつ効果的に指定通所支援を提供しなければ

ならない。

２ 指定障害児通所支援事業者又は基準該当通

所支援の事業を行う者は、障害児の意思及び

人格を尊重して、常に当該障害児の立場に立

った指定通所支援又は基準該当通所支援を提

供しなければならない。

２ 指定障害児通所支援事業者等又は基準該当

通所支援の事業を行う者は、障害児の意思及

び人格を尊重して、常に当該障害児の立場に

立った指定通所支援又は基準該当通所支援を

提供しなければならない。

３ 指定障害児通所支援事業者は、地域及び家

庭との結び付きを重視した運営を行い、市、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号）第

５条第１項に規定する障害福祉サービスを行

う者、児童福祉施設その他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との連携に

努めなければならない。

３ 指定障害児通所支援事業者等は、地域及び

家庭との結び付きを重視した運営を行い、市、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号）第

５条第１項に規定する障害福祉サービスを行

う者、児童福祉施設その他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との連携に

努めなければならない。

４ 指定障害児通所支援事業者は、指定通所支

援を受ける障害児の人権の擁護、虐待の防止

等のため、必要な体制の整備を行うとともに、

その従業者に対し、研修を実施する等の措置

４ 指定障害児通所支援事業者等は、指定通所

支援を受ける障害児の人権の擁護、虐待の防

止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の
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を講じなければならない。 措置を講じなければならない。

（指定児童発達支援の事業の基本方針） （指定児童発達支援の事業の基本方針）

第４条 指定児童発達支援の事業は、障害児が

日常生活における基本的動作及び知識技能を

習得し、並びに集団生活に適応することがで

きるよう、当該障害児の身体及び精神の状況

並びにその置かれている環境に応じて適切か

つ効果的な支援をし、又はこれに併せて治療

（上肢、下肢又は体幹の機能の障害のある児

童に対して行われるものに限る。）を行うも

のでなければならない。

第４条 指定児童発達支援の事業は、障害児が

日常生活における基本的動作及び知識技能を

習得し、並びに集団生活に適応することがで

きるよう、当該障害児の身体及び精神の状況

並びにその置かれている環境に応じて適切か

つ効果的な指導及び訓練を行うものでなけれ

ばならない。

２ （略） ２ （略）

（指定医療型児童発達支援の事業の基本方

針）

第５条 削除 第５条 指定医療型児童発達支援の事業は、障

害児が日常生活における基本的動作及び知識

技能を習得し、並びに集団生活に適応するこ

とができるよう、当該障害児の身体及び精神

の状況並びにその置かれている環境に応じて

適切かつ効果的な指導及び訓練並びに治療を

行うものでなければならない。

（指定放課後等デイサービスの事業の基本方

針）

（指定放課後等デイサービスの事業の基本方

針）

第６条 指定放課後等デイサービスの事業は、

障害児が生活能力の向上のために必要な支援

を行い、及び社会との交流を図ることができ

るよう、当該障害児の身体及び精神の状況並

びにその置かれている環境に応じて適切かつ

効果的な支援を行うものでなければならな

い。

第６条 指定放課後等デイサービスの事業は、

障害児が生活能力の向上のために必要な訓練

を行い、及び社会との交流を図ることができ

るよう、当該障害児の身体及び精神の状況並

びにその置かれている環境に応じて適切かつ

効果的な指導及び訓練を行うものでなければ

ならない。

２ （略） ２ （略）

第７条～第８条 （略） 第７条～第８条 （略）

（従業者の員数等の基準） （従業者の員数等の基準）

第９条 指定障害児通所支援事業者（基準該当

通所支援の事業を行う者を含む。以下同じ。）

は、規則で定める職種、員数及び資格の基準

に従い、指定通所支援又は基準該当通所支援

の事業に従事する従業者を有さなければなら

ない。

第９条 指定障害児通所支援事業者等（基準該

当通所支援の事業を行う者を含む。以下同

じ。）は、規則で定める職種、員数及び資格

の基準に従い、指定通所支援又は基準該当通

所支援の事業に従事する従業者を有さなけれ

ばならない。
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（管理者の設置基準） （管理者の設置基準）

第10条 指定障害児通所支援事業者は、規則で

定めるところに従い、指定通所支援又は基準

該当通所支援の事業を行う事業所ごとに管理

者を置かなければならない。

第10条 指定障害児通所支援事業者等は、規則

で定めるところに従い、指定通所支援又は基

準該当通所支援の事業を行う事業所ごとに管

理者を置かなければならない。

（設備基準） （設備基準）

第11条 指定障害児通所支援事業者は、規則で

定める基準に従い、事業に必要な設備及び備

品等を備えなければならない。

第11条 指定障害児通所支援事業者等は、規則

で定める基準に従い、事業に必要な設備及び

備品等を備えなければならない。

（運営基準） （運営基準）

第12条 指定障害児通所支援事業者は、指定通

所支援又は基準該当通所支援の事業の運営に

当たっては、次に掲げる事項について規則で

定める基準に従わなければならない。

第12条 指定障害児通所支援事業者等は、指定

通所支援又は基準該当通所支援の事業の運営

に当たっては、次に掲げる事項について規則

で定める基準に従わなければならない。

(１)～(15) （略） (１)～(15) （略）

(15)の２ 障害児の地域社会への参加及び包

摂の推進

（新 設）

(16)～(17) （略） (16)～(17) （略）

(18) 障害児への支援の実施 (18) 障害児への訓練等の実施

(19)～(46) （略） (19)～(46) （略）

第13条 （略） 第13条 （略）

（指定障害児通所支援事業者の要件） （指定障害児通所支援事業者の要件）

第14条 法第21条の５の15第３項第１号（法第

21条の５の16第４項及び第21条の５の20第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）

の条例で定める者は、次の各号に掲げる申請

者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

者とする。

第14条 法第21条の５の15第３項第１号（法第

21条の５の16第４項及び第21条の５の20第２

項において読み替えて準用する場合を含む。）

の条例で定める者は、次の各号に掲げる申請

者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

者とする。

(１) 児童発達支援（病院又は診療所により

行われるものに限る。）に係る指定の申請

を行う者 次のいずれにも該当しない者

(１) 医療型児童発達支援（病院又は診療所

により行われるものに限る。）に係る指定

の申請を行う者 次のいずれにも該当しな

い者

ア～ウ （略） ア～ウ （略）

(２) （略） (２) （略）

備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。
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３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。
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（明石市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

改正） 

第７条 明石市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

改   正 現   行 

（指定障害児入所施設等の一般原則） （指定障害児入所施設等の一般原則） 

第３条 指定障害児入所施設等の設置者は、入

所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児

の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた

計画及び障害児（15歳以上の障害児に限る。）

が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）

第５条第１項に規定する障害福祉サービス

（第３項において「障害福祉サービス」とい

う。）その他のサービスを利用しつつ自立し

た日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、自立した日常生活又は社会生活への移

行について支援する上で必要な事項を定めた

計画を作成し、これに基づき障害児に対して

指定入所支援を提供するとともに、その効果

について継続的な評価を実施することその他

の措置を講ずることにより障害児に対して適

切かつ効果的に指定入所支援を提供しなけれ

ばならない。 

第３条 指定障害児入所施設等の設置者は、入

所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児

の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた

計画及び障害児（15歳以上の障害児に限る。）

が障害福祉サービスその他のサービスを利用

しつつ自立した日常生活又は社会生活を営

み、自立した日常生活又は社会生活へと移行

できるよう支援する上で必要な事項を定めた

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああああああ

計画を作成し、これに基づき障害児に対して

指定入所支援を提供するとともに、その効果

について継続的な評価を実施することその他

の措置を講ずることにより障害児に対して適

切かつ効果的に指定入所支援を提供しなけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定障害児入所施設等の設置者は、地域及

び家庭との結び付きを重視した運営を行い、

市、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための（削ある）（平成17年法律

第123号）第５１項に規定する障害福祉サービ

スを行う者、他の児童福祉施設その他の保健

医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。 

３ 指定障害児入所施設等の設置者は、地域及

び家庭との結び付きを重視した運営を行い、

市、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第５条第１項に規定する障害福祉サービ

スを行う者、他の児童福祉施設その他の保健

医療サービス又は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

第４条～第５条 （略） 第４条～第５条 （略） 

（運営基準） （運営基準） 

第６条 指定障害児入所施設の設置者は、指定

障害児入所施設の運営に当たっては、次に掲

第６条 指定障害児入所施設の設置者は、指定

障害児入所施設の運営に当たっては、次に掲
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げる事項について規則で定める基準に従わな

ければならない。 

げる事項について規則で定める基準に従わな

ければならない。 

(１)～(15) （略） (１)～(15) （略） 

(15)の２ 移行支援計画の作成等 （新 設） 

(16) （略）  (16) （略）  

(17) 障害児への支援の実施 (17) 障害児への訓練等の実施 

(18)～(46) （略） (18)～(46) （略） 

  

以 下 略 以 下 略 

  

備考 

１ 改正部分は、下線の部分である。 

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。 

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。 
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（明石市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第８条 明石市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２９年条例第

４４号）の一部を次のように改正する。

改   正 現   行

（基準の目的） （基準の目的）

第２条 この条例に定める基準（以下単に「基

準」という。）は、児童福祉施設に入所（児

童福祉施設の利用を含む。以下同じ。）して

いる者（以下「入所者」という。）が、明る

く衛生的な環境において、素養があり、かつ、

適切な訓練を受けた職員（児童福祉施設の長

を含む。以下同じ。）の指導又は支援を受け

ることにより、心身ともに健やかに、かつ、

社会に適応するように育成されることを目的

とする。

第２条 この条例に定める基準（以下単に「基

準」という。）は、児童福祉施設に入所（児

童福祉施設の利用を含む。以下同じ。）して

いる者（以下「入所者」という。）が、明る

く衛生的な環境において、素養があり、かつ、

適切な訓練を受けた職員（児童福祉施設の長

を含む。以下同じ。）の指導又は支援を受け

ることにより、心身ともに健やかに、かつ、

社会に適応するように育成されることを目的

とする。

２ （略） ２ （略）

以 下 略 以 下 略

備考

１ 改正部分は、下線の部分である。

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。

   附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条及び第３条の規定は、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４

年法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日から施行する。

（提案理由）

本案は、指定障害福祉サービス事業、障害者福祉施設等の人員、設備及び運営に関する基

準について定めた各種省令の一部改正に伴い、関係条例について所要の整備を図ることにつ

き、条例の一部を改正しようとするものである。
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